2006年11月30日

東大和市長　尾又正則　殿

東大和障害福祉ネットワーク　代表　海老原宏美

℡：042-567-2622（自立生活センター東大和内）

要望書

障害者自立支援法によって増大した利用者負担軽減のお願い

　本年４月１日より障害者自立支援法が施行され、応益負担の名において各種サービスの利用料が障害者とその家族に大きな負担を強いることになっています。当会の調査によっても日中活動の退所を検討する方、ホームヘルパー等の利用を控える方が少なからずいることが分かっています。また、突然の負担の増大によって将来への不安を募らせている方も多く存在しています。共同作業所等での工賃より高い利用料の問題など、所得や一般就労が保障される前に、負担だけが増大した現状に多くの障害者とその家族が悲鳴を上げています。

日ごろより、障害福祉に大きな関心を寄せ、誰もが住みやすい東大和市を目指しておられる市長におかれましては、東大和市独自の負担軽減策をご英断いただき、近隣の市町村に先駆けて、障害者の自立を促す施策を実行して下さいますよう、下記の件宜しくお願いいたします。

1、自立支援法における障害福祉サービス利用者負担上限月額を半額まで引き下げてください。（上限額には現行通り地域生活支援事業の利用料も含めてください。）

一般　　　３７２００円を１８６００円に
低所得２　２４６００円を１２３００円に

　　　　　　　　　　低所得１　１５０００円を７５００円に

2、居宅介護、生活介護、重度訪問介護、短期入所、グループホームの利用料を半額助成してください。

3、就労移行支援、就労継続支援（小規模作業所を含む）の利用料を全額助成してください。

4、地域支援事業の移動支援事業の利用料を半額助成してください。

尚、この要望に関する回答は、決定次第文書でいただくようお願いいたします。

